
１．平成17年3月期の連結業績（平成16年4月1日～平成17年3月31日） 

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  27円81銭 

※ 上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んで

おります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。 

なお、上記予想に関する事項は添付資料の10ページを参照して下さい。 

平成17年3月期 決算短信（連結） 平成17年4月28日

上場会社名 平和不動産株式会社 上場取引所 東・大・名・福・札 

コード番号 8803 本社所在都道府県 東京都 

(URL http://www.heiwa-net.co.jp/) 

代  表  者 役職名  取締役社長 氏名 井阪 健一   

問合せ先責任者 役職名  専務取締役 氏名 金原 策太郎 ＴＥＬ  （03）3666－0181 

決算取締役会開催日 平成17年4月28日 

親会社名 （コード番号：    ） 親会社における当社の株式保有比率  ％ 

米国会計基準採用の有無 無 

(1）連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  売上高 営業利益 経常利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

17年3月期 21,352 △12.5 6,348 △4.3 4,853 △1.1

16年3月期 24,408 △17.5 6,634 △18.5 4,908 △17.9

  当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益

株主資本 

当期純利益率 

総資本 

経常利益率 

売上高 

経常利益率

  百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％

17年3月期 3,006 20.1 26 40 22 73 7.3 2.8 22.7

16年3月期 2,504 △8.1 21 86   － 6.4 2.9 20.1

（注）①持分法投資損益 17年3月期 －百万円 16年3月期 －百万円

②期中平均株式数（連結） 17年3月期 111,660,150株 16年3月期 111,855,772株

③会計処理の方法の変更 無 

④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率であります。 

(2）連結財政状態 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円 百万円 ％ 円 銭

17年3月期 172,560 42,094 24.4 376 81

16年3月期 174,319 39,866 22.9 356 21

（注）期末発行済株式数（連結） 17年3月期 111,556,089株 16年3月期 111,754,571株

(3）連結キャッシュ・フローの状況 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

  百万円 百万円 百万円 百万円

17年3月期 4,358 △9,485 △2,640 1,987

16年3月期 11,257 △10,774 1,047 9,754

(4）連結範囲及び持分法の適用に関する事項  

連結子会社数 2社 持分法適用非連結子会社数 －社 持分法適用関連会社数 －社

(5）連結範囲及び持分法の適用の異動状況  

連結（新規） 1社 （除外） －社 持分法（新規） －社 （除外） －社

２．平成18年3月期の連結業績予想（平成17年4月1日～平成18年3月31日）  

  売上高 経常利益 当期純利益 

    百万円  百万円  百万円

中間期 9,972   1,986   924  

通 期 34,234   5,844   3,160  
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１．企業集団等の状況 

１．企業集団等の概要 

 当社グループは、連結財務諸表提出会社（以下「当社」という。）と連結子会社２社で構成されております。当社

グループが営んでいる主な事業内容、当該事業に携わっている会社名および各社の当該事業における位置付けは次の

とおりであります。 

 なお、当社グループが営んでいる事業内容と、事業の種類別セグメントにおける事業区分は、同一であります。 

(1）ビル賃貸事業 

 当社および平和サービス株式会社（連結子会社）は、建物、設備および土地の賃貸を行っております。 

(2）住宅事業 

 当社は、マンション、戸建住宅および宅地等の分譲を行っております。 

(3）その他の事業 

 当社は、不動産の仲介等を行っております。平和サービス株式会社は、主に当社が所有する建物、設備の保守管

理および改修工事の請負ならびに住宅の増改築の請負業務、保険代理店業務等を行っております。平和ヘルスケア

株式会社（連結子会社）は、介護付有料老人ホーム事業を行っております。 

 上記の事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 

 （注） 平成16年４月１日付けをもって、平和サービス株式会社は、平和ヘルスケア株式会社を設立し、介護付有料老

人ホーム事業に関する営業を分割しました。 

 平
和
不
動
産
株
式
会
社

ビル賃貸事業 

住宅事業 

その他の事業 

不動産仲介事業 

建物・設備保守管理事業

請負工事事業 

保険代理店事業 

介護付有料 

老人ホーム事業 

平和サービス株式会社

平和ヘルスケア株式会社
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２．経営方針 

１．経営の基本方針 

 当社グループは、証券取引所、証券関連団体、証券会社等に建物を賃貸することを目的に設立されました。 

 現在は、証券業界のみならず、幅広く一般の事業会社や商業テナントに、機能性の高い快適な施設を賃貸するとと

もに、良好な居住空間を提供する住宅販売事業や高齢化社会に向けての介護付有料老人ホーム事業を行うなど、その

業務分野を拡大しております。 

 このように、当社グループは、機能的なビジネス空間と新しいコミュニティを創造する事業活動を通じて、豊かな

社会の実現に貢献してまいります。 

 また、これらの事業の展開に当たっては、所有不動産の有効活用や高収益不動産への新規投資により、企業収益力

を維持・向上させるとともに、財務体質の強化を推進し、株主をはじめ企業関係者にとって魅力があり、社会から信

頼される企業となることを経営の基本方針としております。 

２．利益配分に関する基本方針 

 当社の事業の中心であるビル賃貸事業におきましては、長期的な視点に立った事業展開が必要であり、安定した財

務基盤を構築し、持続的な発展を遂げることが企業経営上の重要な課題の一つと考えております。 

 こうした観点から、当社の配当政策につきましては、将来の事業展開に備えた内部留保に配慮を行う中で、業績の

推移を踏まえつつ、株主各位に安定的な利益還元を行ってまいりたいと考えております。 

 これに基づき、今期の利益配当金は、普通配当50銭、大阪証券取引所ビル竣工記念としての特別配当1円50銭、合

わせまして2円を増配し、1株当たり5円50銭を予定しております（中間配当金の3円50銭と合わせ、年間配当金は9円

となります）。 

３．中長期的な会社の経営戦略および会社の対処すべき課題 

 平成12年度に掲げました中期経営方針に基づき、賃貸事業部門収益の３分化（賃貸収益を、証券取引所・一般テナ

ント・商業施設それぞれで３分する）、既存ビルの建替等による資産運営効率の向上（大阪証券取引所ビル等の竣

工）、証券化事業への進出（クレッシェンド投資法人の上場）という課題を今期に果たしました。 

 引き続き、住宅事業や不動産証券化事業における新たなプロフィットセンターの構築、有利子負債の削減などを組

み込んだ新中期経営計画を策定中であります。 

４．目標とする経営指標 

 当社は、キャッシュ・フロー経営の重要性に鑑み、営業キャッシュ・フローの増大を目指してまいります。 

５．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

 当社グループは、コーポレート・ガバナンスの充実を、経営の基本方針を実現するための重要な課題と位置付け、

その仕組みを確立することが、株主をはじめ企業関係者さらには社会からの評価を得るための基本的な要件と考え、

役職員が共通の認識を持って日々の業務に取り組んでおります。 

 当社では、社外取締役１名を選任し、外部からの監督機能を重視しております。また、監査役は２名の社外監査役

を選任するとともに、監査役室を設置、専任スタッフを配属しております。 

 今後も、コーポレート・ガバナンスの拡充に向け、取締役会・監査役会の機能をさらに高める方策を検討していく

所存であります。 
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６．親会社等に関する事項 

  該当事項はありません。 

 

選任・解任 

株    主    総    会 

監査役会 
（社内監査役 ２名）

（社外監査役 ２名）

会計監査人 
（公認会計士） 

取締役会 
（社内取締役 ９名）

（社外取締役 １名）

代表取締役 

事業部門 

 

グループ会社 

選任・解任 選任・解任 

業
務
監
査 

会
計
監
査 選任・解任 
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３．経営成績および財政状態 

１．経営成績 

(1）当連結会計年度の概況 

 当連結会計年度のわが国経済は、企業収益の改善、設備投資の増加など回復傾向が見られたものの、雇用や個人

消費に力強さが見られず、全体としては景気回復の実感に乏しい状況が続きました。 

 不動産業界におきましては、ビル賃貸分野では、2003年の大型ビルの大量供給問題を克服し、都心部を中心に空

室率が徐々に改善、賃貸料も下げ止まり傾向となりました。 

 住宅販売分野では、首都圏におけるマンションの供給過剰懸念が台頭したものの、都心立地、好企画商品の契約

率は高水準に推移いたしました。 

 不動産投資市場では、上場ＲＥＩＴが１６銘柄に増加し、その時価総額も２兆円に達するなど、証券化の進展に

は、目覚しいものがありました。 

 こうした事業環境の中、当社グループは、マーケットの変化に機動的に対応するとともに、各階層の顧客ニーズ

に的確に対応することによる収益の拡大と効率的な経営の推進による利益の確保に努めてまいりました。 

(2）各事業部門の状況 

 当社グループの各事業部門の状況は以下のとおりです。 

（ビル賃貸事業部門） 

 本部門においては、当社グループ最大の課題でありました「大阪証券取引所ビル」が１２月１日に竣工するとと

もに、竣工時から満室稼働いたしました。また、当連結会計年度が改定の時期に当たりました東京証券取引所ビル

の賃貸料につきましては、従前と同額の改定となりました。 

 さらに、「イオン昭島ショッピングセンター」、「名古屋平和ビル」の通期稼働、および「ホテル東横イン日本

橋人形町」の竣工もあり、ビル賃貸収益は144億56百万円と過去最高を記録いたしました。なお、年度末の賃貸用

ビルの空室率は1.4％となっております。 

 ビル賃貸収益を部門別に見ますと、証券取引所賃貸収益は50億25百万円（ビル賃貸収益に占める割合：

34.8％）、商業施設賃貸収益は32億17百万円（同：22.3％）、一般賃貸収益は62億12百万円（同：43.0％）となり

ました。 

 さらに、不動産の証券化・マネジメント関連等の収益（8億21百万円）および土地賃貸収益（1億3百万円）を加

えた、本部門全体の収益は153億81百万円（前期比13億40百万円、9.5％増）の計上となりました。 

（住宅事業部門） 

 住宅販売においては、「ラヴィラ府中多摩川」（東京都府中市）など合計99戸マンションを販売しましたが、当

連結会計年度に計画しておりました大型プロジェクトの販売が次期にずれ込んだため、住宅販売の収益は、44億59

百万円（前期比47億40百万円、51.5％減）となりました。これに住宅賃貸収益等（1億53百万円）を加えた住宅事

業部門全体の収益は46億13百万円（前期比46億69百万円、50.3％減）の計上となりました。 

（その他の事業部門） 

 不動産流通事業部門においては、法人の事業用不動産の仲介に注力いたしました結果、収入額は2億25百万円

（前期比49百万円、18.1％減）となりました。 

 シルバー事業部門の介護付有料老人ホームは入居率が87.0％となり、収入額は2億84百万円（前期比4百万円、

1.4％減）となりました。 

 請負工事、建物管理事業部門等の収入額は、8億47百万円（前期比3億26百万円、62.6％増）となりました。 

 以上の結果、本部門全体の収入は、13億57百万円（前期比2億72百万円、25.1％増）の計上となりました。 
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(3）当社グループ全体の状況 

 これらの結果、当連結会計年度における当社グループ全体の状況は以下のとおりとなりました。 

 営業収益は213億52百万円（前期比30億56百万円、12.5％減）、売上原価は123億32百万円（前期比27億49百万円、

18.2％減）、販売費および一般管理費は26億71百万円（前期比21百万円、0.8％減）となりました。 

 この結果、営業利益は63億48百万円（前期比2億85百万円、4.3％減）、経常利益は48億53百万円（前期比55百万

円、1.1％減）となりました。これに「クレッシェンド投資法人」への組み入れに伴う固定資産売却益等を加味し、

法人税等を控除した後の当期純利益は30億6百万円（前期比5億2百万円、20.1％増）となりました。 

２．財政状態 

当連結会計年度の財政状態および経営成績の分析は、次のとおりであります。 

なお、本項に記載した予想、方針等の将来に関する事項は、現時点において合理的と判断するデータに基づいて作成

しており、様々な不確定要素が内在、またはリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性

もあります。 

(1）当連結会計年度は、主力のビル賃貸事業部門における固定資産賃貸収益は、大阪証券取引所ビルの稼働等によ

り、増収となったため、住宅事業部門がマンション販売予定戸数減により減収となったものの、当期純利益は

20.1％増益の30億6百万円となりました。 

 当連結会計年度におきまして、特に注目すべき事項として、次の３点を挙げることができると考えております。

①賃貸収益は過去最高、空室率は低下 

 ビル賃貸事業部門収益は、前期比13億40百万円、9.5％増収の153億81百万円と過去最高を計上いたしました。

 その主な要因は、イオン昭島ショッピングセンター（平成15年７月竣工）と名古屋平和ビル（平成16年3月竣

工）の通期稼働と大阪証券取引所ビルの稼働（平成16年12月竣工）による賃貸収益の増加にあります。 

 また、当連結会計年度末の全賃貸用ビルの空室率は、前連結会計年度末1.8％から1.4％に低下しております。

②大阪証券取引所ビルの竣工・満室稼働 

 既存資産の有効活用として大阪証券取引所ビルの建替えに取り組んでまいりましたが、平成16年12月竣工と同

時に全館テナントを確保し、現在満室稼働しております。 

大阪証券取引所ビル物件概要：大阪市中央区北浜所在。 

地上24階・地下2階   賃貸面積 26,774.70㎡ 

地下１階～地上２階  商業施設 

３階         サテライト大学院 

４～５階       大阪証券取引所 

７～23階       オフィス 

③住宅事業部門はマンション分譲に加え、住宅賃貸事業に進出 

 当連結会計年度の住宅事業部門は、マンション売上（99戸）等、46億13百万円を計上いたしました。 

 その主な販売実績は、ラヴィラ府中多摩川（71戸）、グリーンサラウンドシティ〈綱島〉（28戸）でありま

す。 

 また、本部門は、安定した収益を確保すべく賃貸住宅事業に進出し、当連結会計年度は1億23百万円を計上し

ました。 

(2）当連結会計年度末の資産、負債、資本 

 （注）① 総資産の減少の主な要因は、大阪証券取引所ビル竣工に伴い「建物設備」など有形固定資産24億40百万円が

増加した一方、「現金および預金」などの流動資産105億2百万円が減少したことによるものです。 

② 総負債の減少の主な要因は、借入金の減少などによるものです。 

③ 株主資本の増加の主な要因は、土地再評価差額金などの増加によるものです。 

＜連結＞ （単位：百万円）

  当連結会計年度末 前連結会計年度比 

総資産 172,560 △1,758 

総負債 130,428 △3,988 

少数株主資本 36 2 

株主資本 42,094 2,227 

有利子負債 101,597 △1,775 
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(3）キャッシュ・フローの状況 

 当連結会計年度末における現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末に比べ77億67

百万円減少し、19億87百万円となりました。 

 当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益51億8百万円、減価償却費36億76百万円があっ

た一方、法人税等の支払額26億91百万円による減少などがあり43億58百万円の資金の増加となりました。（前年同

期は112億57百万円の増加） 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、大阪証券取引所ビル等の建築に伴う設備投資111億62百万円による減少

があり、94億85百万円の資金の減少となりました。（前年同期は107億74百万円の減少） 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、新株予約権付社債の発行による100億円の増加があった一方、借入金の

返済117億74百万円による減少があり、26億40百万円の資金の減少となりました。（前年同期は10億47百万円の増

加） 

(4）キャッシュ・フロー指標の推移 

 （注）各指標はいずれも連結ベースの財務数値を用いて、以下の計算式により算出しております。 

株主資本比率：株主資本／総資産 

時価ベースの株主資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債および新株予約

権付社債を対象としております。また、利払いは連結損益計算書に計上されている支払利息を使用しておりま

す。 

 営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用してお

ります。 

＜単体＞ （単位：百万円）

  当会計年度末 前会計年度比 

総資産 171,470 △1,644 

総負債 129,703 △3,840 

株主資本 41,766 2,196 

有利子負債 101,427 △1,715 

項目 平成14年３月期 平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 

株主資本比率 24.6％ 22.8％ 22.9％ 24.4％ 

時価ベースの株主資本比率 20.4％ 15.8％ 28.6％ 29.3％ 

債務償還年数 43.4年 14.5年 9.1年 23.3年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 1.2倍 4.8倍 7.2倍 2.7倍 
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３．事業等のリスク 

(1）ビル賃貸事業について 

 当社グループは、ビル賃貸事業部門において所有ビルの建替え改修・リニューアル、新たな賃貸用不動産の取

得、商業施設の開発等により収益力の強化・安定に努めており、証券取引所・一般テナント・商業施設で収益を三

分することを目標に事業を展開しております。 

 したがいまして、当該ビル賃貸事業は、地価の動向等のほかに証券取引所をはじめとする証券業界の事業構造の

変革等、賃貸オフィス市場における大型ビルの大量供給等による賃料市況の悪化、商業施設における他の商業施設

との競合激化等により賃貸料や空室状況に影響を受け、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）株式会社東京証券取引所の賃貸料について 

 当社は、当社が所有する東京証券取引所ビルを株式会社東京証券取引所に賃貸しており、最近6連結会計年度に

おける同社からの賃貸料収入および営業収益に対する割合は下表のとおりであります。 

 当社と同社との賃貸借契約は２年毎に更新しており、第85期につきましては、平成16年４月１日に同社との賃貸

借契約の更新を行い、賃貸料は同額となりました。 

(3）賃貸用不動産への投資と有利子負債残高の推移について 

 当社グループはビル賃貸事業部門の収益力の強化・安定を目指し、オフィスビルの取得や建替え、商業施設の開

発等を進めてまいりました。また、建替中でありました大阪証券取引所ビルは、平成16年12月に満室稼働で竣工い

たしました。 

 当社グループはこれらの賃貸用不動産の建設資金や取得資金を主に有利子負債により調達しているため、有利子

負債残高は増加を示しておりました。 

 今後、当社グループは取得した賃貸用不動産からのキャッシュ・フローおよび資金の調達手段を多様化すること

等により有利子負債残高を削減する方針でありますが、当社グループの業績は金利動向等により影響を受ける可能

性があります。 

 なお、最近6連結会計年度における有利子負債残高および有利子負債依存度は下表のとおりであります。 

（注）有利子負債は、短期借入金、1年以内に償還予定の社債、1年以内に返済予定の長期借入金、社債、新株予約

権付社債、長期借入金であります。 

 
第80期 

平成11.4.1～ 
平成12.3.31 

第81期 
平成12.4.1～
平成13.3.31 

第82期 
平成13.4.1～
平成14.3.31 

第83期 
平成14.4.1～
平成15.3.31 

第84期 
平成15.4.1～ 
平成16.3.31 

第85期 
平成16.4.1～
平成17.3.31 

賃貸料（百万円） 5,582 5,213 5,211 4,812 4,812 4,812 

営業収益に対する割合

（％） 
29.3 26.0 25.6 16.3 19.7 22.5 

 
第80期 

平成11.4.1～ 
平成12.3.31 

第81期 
平成12.4.1～
平成13.3.31 

第82期 
平成13.4.1～
平成14.3.31 

第83期 
平成14.4.1～
平成15.3.31 

第84期 
平成15.4.1～ 
平成16.3.31 

第85期 
平成16.4.1～
平成17.3.31 

有利子負債 

残 高（百万円） 
54,250 75,950 80,260 101,496 103,372 101,597 

有利子負債 

依存度（百万円） 
48.2 52.7 54.4 60.7 59.3 58.9 
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(4）住宅事業について 

 当社グループは、住宅事業部門において首都圏を中心にマンション、宅地の分譲およびマンション賃貸等を行っ

ております。 

 当該住宅事業部門においては、第80期は平成元年に取得した土地の売却損1,590百万円が発生したため大幅な営

業損失を計上いたしましたが、その後はマンション販売への経営資源の集約化、共同事業による事業上のリスク分

散等を図っております。 

 第83期においては、販売価格帯の高い都心部の高層マンションであった東京ツインパークス、レジアスフォート

新浦安等の大型の共同事業物件の分譲・販売により大幅な増収増益となりました。逆に、第84期はこの前期におけ

る特殊要因等により減収減益となっております。 

 当社グループは、今後も共同事業により事業リスクを分散しつつマンション分譲を中心に不動産販売事業を拡大

する方針でありますが、当社グループの業績は、住宅事業部門における大型物件の竣工および引渡し等により変動

する可能性があります。 

 また、マンション分譲等においては住宅取得者層の購買力の低下、景気の先行き不透明感による買い控え、供給

過剰による販売競争の激化等の影響を受けており、今後の金利および地価の動向、競合の状況、税制の変更等によ

り当社グループの業績は影響を受ける可能性があります。 

 なお、最近6連結会計年度における事業の種類別営業収益および営業利益は下表のとおりであります。 

(5）減損会計等について 

 当社グループは、「土地の再評価に関する法律」等に基づき、平成13年3月末において事業用土地の再評価を行

っておりますが、平成17年3月末においては、当該土地の時価は再評価後の帳簿価格を120億6百万円下回っており

ます。 

 平成14年8月に企業会計審議会によって公表された「固定資産の減損に係る会計基準」を受けて、平成15年10月

に企業会計基準委員会から「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」が公表されております。当社グループが

保有する不動産は、当該土地を含めそのほとんどが賃貸用不動産として使用されており、第86期における減損会計

適用の影響は限定的であると想定しておりますが、今後、不動産賃貸貸市場の市況悪化等により当社保有不動産の

投資利回りが悪化した場合等には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 
第80期 

平成11.4.1～ 
平成12.3.31 

第81期 
平成12.4.1～ 
平成13.3.31 

第82期 
平成13.4.1～ 
平成14.3.31 

第83期 
平成14.4.1～ 
平成15.3.31 

第84期 
平成15.4.1～ 
平成16.3.31 

第85期 
平成16.4.1～ 
平成17.3.31 

 
営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

営 業 

収 益 

営業利 
益また 
は損失 
（△） 

ビ  ル 

 賃貸事業 

（百万円） 

10,624 4,962 11,561 5,009 13,173 5,891 13,188 5,818 14,055 6,432 15,400 7,138 

住宅事業 

（百万円） 
7,885 △1,562 7,522 89 6,247 △169 15,510 3,069 9,282 826 4,613 △86 

その他の 

事 業 

（百万円） 

1,278 △38 1,777 △12 1,800 △89 1,977 35 2,259 174 3,027 183 

計 

（百万円） 
19,788 3,362 20,861 5,086 21,222 5,631 30,675 8,924 25,597 7,434 23,040 7,236 

消去または 

全社 

（百万円） 

(767) (690) (827) (731) (847) (838) (1,083) (780) (1,189) (800) (1,688) (887) 

計 

（百万円） 
19,021 2,671 20,034 4,355 20,374 4,792 29,591 8,143 24,408 6,634 21,352 6,348 
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４．次期の業績見通し 

 わが国経済は、企業業績の好調や雇用環境の改善等が見られるものの、一方で在庫調整の遅れや個人消費の伸び悩

み、原油価格の高騰、さらには米国経済の減速懸念があり、本格的な景気回復にはなお時間を要するものと思われま

す。 

 不動産業界におきましては、大規模な都市再生や超高層マンションに代表される都心住居の進展、さらには不動産

証券化市場の拡大が続いており、これらを背景に、大都市を中心に地価が横這いないし上昇に転じるなど、ようやく

活況を取り戻しつつあります。 

 このような情勢下において、当社グループのビル賃貸事業部門は、「大阪証券取引所ビル」（平成16年12月竣工）

の通期稼働等により、本部門の収益は160億91百万円（前期比7億10百万円、4.6％増）と、過去最高の賃貸収益とな

る見通しであります。 

 住宅事業部門では、東京都江東区において売上時期が繰り延べとなった大型マンションの売上げが計上されること

により、合計391戸（前期比292戸増）のマンション販売を計画し、同部門の営業収益は168億92百万円（前期比122億

79百万円、266.2％増）と大幅な増加となる見通しであります。 

 これらに不動産流通事業部門、請負工事・建物管理事業部門、シルバー事業部門などその他の部門の収益を加えた

当社グループ全体の営業収益は342億34百万円（前期比128億82百万円、60.3％増）と過去最高となる見通しでありま

す。 

 さらに、営業利益は72億85百万円（前期比9億37百万円、14.8％増）、経常利益は58億44百万円（同9億91百万円、

20.4％増）、当期純利益は過去最高の31億60百万円（前期比1億54百万円、5.1％増）と、いずれも当連結会計年度に

比べて増加する見通しであります。 
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４．連結財務諸表等 
(1）連結貸借対照表 

   
前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減
(百万円)

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１ 現金および預金     9,806     1,296   △8,509

２ 営業未収入金     152     212   60

３ 有価証券     6,072     841   △5,231

４ たな卸資産     5,905     7,378   1,473

５ 繰延税金資産     558     507   △50

６ その他     868     2,626   1,757

貸倒引当金     △2     △4   △2

流動資産合計     23,361 13.4   12,858 7.5 △10,502

Ⅱ 固定資産              

１ 有形固定資産              

建物設備および構築
物 

※２ 94,294     110,561    

減価償却累計額   37,038 57,256   39,468 71,092   13,836

機械装置および運搬
具 

  492     937    

減価償却累計額   254 237   312 624   387

器具備品   582     911    

減価償却累計額   333 248   405 505   257

土地 
※１ 
※２ 

  70,858     70,467   △390

建設仮勘定     11,650     －   △11,650

有形固定資産合計     140,250 80.5   142,691 82.7 2,440

２ 無形固定資産              

借地権     3,678     3,678   －

その他     54     61   6

無形固定資産合計     3,732 2.1   3,739 2.1 6

３ 投資その他の資産              

投資有価証券 ※３   3,758     6,376   2,618

従業員長期貸付金     12     13   1

繰延税金資産     50     65   15

その他     3,160     6,817   3,657

貸倒引当金     △7     △4   3

投資その他の資産合
計 

    6,973 4.0   13,270 7.7 6,296

固定資産合計     150,957 86.6   159,701 92.5 8,744

資産合計     174,319 100.0   172,560 100.0 △1,758
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前連結会計年度 

（平成16年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

増減
(百万円) 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１ 支払手形および営業
未払金 

    3,735     967   △2,767

２ １年以内に償還予定
の普通社債 

    －     20,000   20,000

３ 短期借入金     10,030     7,570   △2,460

４ １年以内に返済予定
の長期借入金 

※２   13,314     20,764   7,450

５ 未払法人税等     1,712     35   △1,677

６ 未払消費税等     4     8   4

７ 賞与引当金     188     193   4

８ その他     3,125     2,865   △259

流動負債合計     32,110 18.4   52,405 30.4 20,294

Ⅱ 固定負債              

１ 社債     50,000     30,000   △20,000

２ 新株予約権付社債     －     9,999   9,999

３ 長期借入金 ※２   30,028     13,264   △16,764

４ 保証金 ※２   10,325     9,722   △603

５ 敷金 ※２   8,883     9,790   907

６ 繰延税金負債     672     716   43

７ 再評価に係る繰延税
金負債 

※１   1,578     3,650   2,072

８ 退職慰労引当金     375     441   66

９ 退職給付引当金     444     439   △4

固定負債合計     102,307 58.7   78,023 45.2 △24,283

負債合計     134,417 77.1   130,428 75.6 △3,988

               

（少数株主持分）              

少数株主持分     34 0.0   36 0.0 2

               

（資本の部）              

Ⅰ 資本金 ※４   5,814 3.4   5,814 3.4 0

Ⅱ 資本剰余金     4,061 2.3   4,061 2.3 0

Ⅲ 利益剰余金     27,570 15.8   26,715 15.5 △855

Ⅳ 土地再評価差額金 ※１   2,300 1.3   5,321 3.1 3,021

Ⅴ その他有価証券評価差
額金 

    123 0.1   262 0.1 139

Ⅵ 自己株式 ※５   △2 △0.0   △81 △0.0 △78

資本合計     39,866 22.9   42,094 24.4 2,227

負債、少数株主持分お
よび資本合計 

    174,319 100.0   172,560 100.0 △1,758
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(2）連結損益計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

対前年比

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

増減
(百万円)

Ⅰ 営業収益     24,408 100.0   21,352 100.0 △3,056

Ⅱ 売上原価     15,082 61.8   12,332 57.8 △2,749

売上総利益     9,326 38.2   9,019 42.2 △306

Ⅲ 販売費および一般管理費              

不動産販売・管理費   814     647    

給料手当   543     597    

賞与引当金繰入額   97     111    

退職慰労引当金繰入額   85     74    

退職給付費用   14     41    

その他   1,136 2,692 11.0 1,196 2,671 12.5 △21

営業利益     6,634 27.2   6,348 29.7 △285

Ⅳ 営業外収益              

受取利息   6     4    

受取配当金   9     76    

出資分配益   －     76    

雑益   27 43 0.1 46 204 1.0 160

Ⅴ 営業外費用              

支払利息   1,563     1,597    

社債発行費   56     36    

出資金分担損   93     －    

貸倒引当金繰入額   7     4    

雑損   49 1,769 7.2 61 1,699 8.0 △70

経常利益     4,908 20.1   4,853 22.7 △55

Ⅵ 特別利益              

固定資産売却益 ※１ －     317    

投資有価証券売却益   － － － 26 343 1.6 343

Ⅶ 特別損失              

固定資産除却損 ※２ 21     87    

建物設備解体費   536     －    

投資有価証券売却損   0     －    

過年度退職慰労引当額   5 564 2.3 － 87 0.4 △476

税金等調整前当期純利益     4,344 17.8   5,108 23.9 764

法人税、住民税および事
業税 

  1,948     44    

法人税等調整額   △107 1,841 7.5 2,055 2,099 9.8 258

少数株主利益     － －   2 0.0 2

少数株主損失     1 0.0   － － △1

当期純利益     2,504 10.3   3,006 14.1 502
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(3）連結剰余金計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）          

Ⅰ 資本剰余金期首残高     4,061   4,061

Ⅱ 資本剰余金増加高          

１．新株予約権の行使   － － 0 0 

Ⅲ 資本剰余金期末残高     4,061   4,061 

           

（利益剰余金の部）          

Ⅰ 利益剰余金期首残高     26,091   27,570

Ⅱ 利益剰余金増加高          

１．当期純利益   2,504 2,504 3,006 3,006 

Ⅲ 利益剰余金減少高          

１．配当金   783   782  

２．役員賞与   61   58  

（うち監査役賞与）   (14)   (13)  

３．自己株式消却額   63   －  

４．土地再評価差額金取崩額   117 1,025 3,021 3,862 

Ⅳ 利益剰余金期末残高     27,570   26,715 
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書 

   
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

 税金等調整前当期純利益   4,344 5,108 

 減価償却費   3,424 3,676 

 出資分配益   － △76 

 出資金分担損   93 － 

 固定資産除却損   21 87 

 貸倒引当金の増減額（減少は△）   7 △1 

 賞与引当金の増加額   23 4 

 退職給付引当金の減少額   △100 △4 

 退職慰労引当金の増加額   90 66 

 受取利息および受取配当金   △16 △80 

 支払利息   1,563 1,597 

 投資有価証券売却損益（売却益は△）   0 △26 

 固定資産売却益   － △317 

 短期貸付金の減少額   42 25 

 売上債権の増減額（増加は△）   2,341 △60 

 たな卸資産の増減額（増加は△）   2,089 △1,473 

 前払費用の増減額（増加は△）   72 △351 

 未収金の増減額（増加は△）   182 △490 

 仕入債務の増加額   133 119 

 前受金の増減額（減少は△）   △324 893 

 未払消費税等の増減額（減少は△）   △4 4 

 保証金・敷金の減少額   △918 △861 

 役員賞与の支払額   △61 △58 

 その他   △93 775 

小計   12,911 8,557 

 利息および配当金の受取額   19 81 

 利息の支払額   △1,509 △1,589 

 法人税等の支払額   △163 △2,691 

営業活動によるキャッシュ・フロー   11,257 4,358 
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前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

 定期預金の純減少額   1,317 6,003 

 有価証券の取得による支出   △499 － 

 有価証券の売却・償還による収入   1,020 － 

 投資有価証券の取得による支出   △489 △1,505 

 投資有価証券の売却・償還による収入   16 162 

 出資金の増加による支出   △1,053 △5,742 

 出資金の返還による収入   58 2,052 

 有形固定資産の取得による支出   △11,001 △11,162 

 有形固定資産の売却による収入   34 1,875 

 無形固定資産の取得による支出   △91 △21 

 無形固定資産の売却による収入   0 0 

 長期前払費用の増加による支出   △95 △711 

 従業員長期貸付金の貸付による支出   △6 △7 

 従業員長期貸付金の回収による収入   3 5 

 差入保証金の差入による支出   △20 △350 

 差入保証金の返還による収入   33 5 

 保険料積立金の積立による支出   － △91 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △10,774 △9,485 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

 短期借入金の純増減額（減少は△）   500 △2,460 

 長期借入れによる収入   2,500 4,000 

 長期借入金の返済による支出   △4,124 △13,314 

 社債の発行による収入   10,000 － 

 社債の償還による支出   △7,000 － 

 新株予約権付社債の発行による収入   － 10,000 

 自己株式の取得による支出   △45 △81 

 配当金の支払額   △783 △784 

財務活動によるキャッシュ・フロー   1,047 △2,640 

Ⅳ 現金および現金同等物に係る換算差額   － － 

Ⅴ 現金および現金同等物の増減額（減少は
△） 

  1,531 △7,767 

Ⅵ 現金および現金同等物の期首残高   8,223 9,754 

Ⅶ 現金および現金同等物の期末残高   9,754 1,987 
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 子会社は全て連結されております。 

当該連結子会社は、平和サービス㈱の１

社であります。 

子会社は全て連結されております。 

当該連結子会社は、２社（平和サービス

㈱、平和ヘルスケア㈱）であります。 

なお、平和ヘルスケア㈱については、当

連結会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。 

２．持分法の適用に関する事

項 

該当事項はありません。 同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社の事業年度末日と連結決算

日は一致しております。 

同左 

４．会計処理基準に関する事

項 

   

(1）重要な資産の評価基準

および評価方法 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

有価証券 

満期保有目的の債券… 

  償却原価法を採用しております。 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価は主

として移動平均法により算定。）

を採用しております。 

同左 

その他有価証券 

ａ 時価のあるもの… 

同左 

  ｂ 時価のないもの… 

 主として総平均法による原価法

を採用しております。 

ｂ 時価のないもの… 

同左 

  たな卸資産 

 主として総平均法による原価法を

採用しております。 

たな卸資産 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

有形固定資産… 

 定率法を採用しております。ただ

し、東京証券取引所ビルほか２棟のビ

ルおよび平成10年４月１日以降に取得

した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては、定額法を採用しておりま

す。 

 なお、連結子会社については、定額

法を採用しております。 

 主な耐用年数は以下のとおりであり

ます。 

建物設備および構築物 ８～50年 

機械装置および運搬具 ６～15年 

器具備品       ５～15年 

有形固定資産… 

同左 

   なお、取得価額10万円以上20万円未

満の少額減価償却資産については、３

年間で均等償却する方法によっており

ます。 
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

  無形固定資産… 

 定額法を採用しております。なお、

自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に

基づく定額法を採用しております。 

無形固定資産… 

同左 

(3）重要な繰延資産の処理

方法 

社債発行費… 

 支払時に全額費用処理しておりま

す。 

社債発行費… 

同左 

(4）重要な引当金の計上基

準 

貸倒引当金 

 営業未収入金・貸付金等の債権の貸

倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を検討し、回収不能見込

額を計上しております。 

貸倒引当金 

同左 

  賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に充てるため、

支給見込額に基づき計上しておりま

す。 

賞与引当金 

同左 

  退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。  

（会計処理の変更） 

 連結子会社平和サービス㈱は役員退

職慰労金について従来、支出時の費用

として処理しておりましたが、役員退

職慰労金規程の見直しに伴い、当連結

会計年度より内規に基づく期末要支給

額を退職慰労引当金として計上する方

法に変更いたしました。この変更は親

子会社間の会計処理の統一と期間損益

の適正化ならびに財務体質の健全化を

図るために行ったものであります。 

 この変更による営業利益、経常利益

および税金等調整前当期純利益への影

響は軽微であります。なお、セグメン

ト情報に与える影響については「セグ

メント情報」に記載しているとおりで

あります。 

 また、この変更は内規の見直しが当

連結会計年度の下期に行われたため、

当中間連結会計期間は従来の基準によ

っております。この変更後の基準によ

った場合の当中間連結会計期間の営業

利益、経常利益および税金等調整前中

間純利益への影響は軽微であります。 

退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、役員退職慰労金規程に基づく期末

要支給額を計上しております。  
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項目 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

  退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退職給付

に備えるため、当期末における退職給

付債務から年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しております。な

お、連結子会社は中小企業退職金共済

制度を採用しており、退職給付引当金

を計上しておりません。 

退職給付引当金 

 従業員および年金受給者の退職給付

に備えるため、当期末における退職給

付債務から年金資産の公正な評価額を

控除した額を計上しております。な

お、連結子会社のうち１社は中小企業

退職金共済制度を採用しており、退職

給付引当金を計上しておりません。 

(5）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

同左 

(6）重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 

 金利スワップについて、特例処理

の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金の利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

 主として親会社は、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で金利ス

ワップ取引を行っております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 金利スワップの特例処理の要件を

満たしておりますので決算日におけ

る有効性の評価を省略しておりま

す。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(7）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっており、控除対象外

消費税等は、当連結会計年度の費用と

して処理しております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．連結子会社の資産および

負債の評価に関する事項 

 当期に新たに連結の対象となった子会

社はありません。 

 なお、従来からの連結子会社の資産お

よび負債の評価方法は、平成11年３月期

以前の改正前の連結財務諸表規則に基づ

いております。 

該当事項はありません。 

６．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会計年度中

に確定した利益処分に基づいて作成して

おります。 

同左 

７．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、要求払預金および取得日か

ら３か月以内に満期日の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、かつ、

価値の変動について僅少なリスクしか負

わない短期的な投資からなっておりま

す。 

同左 

- 19 -



追加情報 

表示方法の変更 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度から健康保険料等の総報酬制度導入に

伴う賞与引当金に対応する未払社会保険料の計上によ

り、福利厚生費等が18百万円増加しております。この結

果、営業利益、経常利益および税金等調整前当期純利益

はそれぞれ18百万円減少しております。 

法人事業税の付加価値割および資本割については、実

務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税部

分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」

（企業会計基準委員会（平成16年2月13日））に基づき、

「販売費および一般管理費」（35百万円）に計上してお

ります。 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

前連結会計年度において、連結損益計算書で「雑損」

に、連結キャッシュ・フロー計算書で営業活動によるキ

ャッシュ・フローで「仕入債務の増加額」に含めて表示

しておりました「出資金分担損」は重要性が増加したた

め、当連結会計年度から区分掲記しております。 

 なお、前連結会計年度における金額は5百万円でありま

す。 

────── 
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注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１ 保証債務 １ 保証債務 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て次のとおり保証を行っております。 

連結会社以外の会社の金融機関からの借入金に対し

て次のとおり保証を行っております。 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
411百万円 

合計 411百万円 

平和不動産（株）職員向住宅融資

利用者 
448百万円 

合計 448百万円 

２ ※１ 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３

月31日公布法律第34号）および「土地の再評

価に関する法律の一部を改正する法律」（平

成13年３月31日公布法律第19号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行っており、当該評

価差額に係る税金相当分を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」とし

て資本の部に計上しております。 

２ ※１ 

同左 

同法律第３条第３項に定める再評価の方法  

「土地の再評価に関する法律施行令」（平

成10年３月31日公布政令第119号）第２条第

４号に定める地価税法第16条に規定する地

価税の課税価格の計算の基礎となる土地の

価額を算定するために国税庁長官が定めて

公表した方法により算定した価額に、合理

的な調整を行って算出しております。 

 

再評価を行った年月日 再評価を行った年月日 

平成13年３月31日 平成13年３月31日 

再評価を行った土地の当期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

再評価を行った土地の当期末における時価と

再評価後の帳簿価額との差額 

9,769百万円      12,006百万円 

３ ※２ 担保に供している資産ならびに担保付債務 ３ ※２ 担保に供している資産ならびに担保付債務 

(1）担保に供している資産 (1）担保に供している資産 

土地 48,700百万円 

建物設備 23,148百万円 

合計 71,848百万円 

土地 48,635百万円 

建物設備 22,162百万円 

合計 70,797百万円 

(2）担保付債務 (2）担保付債務 

長期借入金 25,328百万円 

１年以内に返済予定の長

期借入金 
5,384百万円 

保証金 3,405百万円 

敷金 2,293百万円 

合計 36,411百万円 

長期借入金 5,564百万円 

１年以内に返済予定の長

期借入金 
19,764百万円 

保証金 3,405百万円 

敷金 2,293百万円 

合計 31,027百万円 

  ４ ※３ 投資有価証券のうち685百万円については貸株

に供しております。 

４ ※４ 発行済株式総数  普通株式 111,760,414株 ５ ※４ 発行済株式総数  普通株式 111,762,578株 

５ ※５ 自己株式の保有数 普通株式    5,843株 ６ ※５ 自己株式の保有数 普通株式   206,489株 
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（連結損益計算書関係） 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

  １ ※１ 固定資産売却益の内訳 

  水天宮平和ビル土地建物 275百万円 

日本橋平和ビル土地建物 41百万円 

計 317百万円 

１ ※２ 固定資産除却損の内訳 ２ ※２ 固定資産除却損の内訳 

建物設備 16百万円 

器具備品他 4百万円 

計 21百万円 

建物設備 78百万円 

器具備品他 9百万円 

計 87百万円 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

現金および現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年３月31日） （平成17年３月31日） 

現金および預金勘定 9,806百万円 

有価証券勘定 6,072百万円 

計 15,878百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △6,123百万円 

現金および現金同等物 9,754百万円 

現金および預金勘定 1,296百万円 

有価証券勘定 841百万円 

計 2,137百万円 

預入期間が３か月を超える定期預金 △120百万円 

取得日から償還日までの期間が３か

月を超える債券等 

△29百万円 

現金および現金同等物 1,987百万円 
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① リース取引 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

  器具備品 

取得価額相当額 71百万円

減価償却累計額相当額 30百万円

期末残高相当額 41百万円

  器具備品 

取得価額相当額 66百万円

減価償却累計額相当額 33百万円

期末残高相当額 33百万円

なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しております。 

同左 

２ 未経過リース料期末残高相当額 ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 12百万円 

１年超 29百万円 

合計 41百万円 

１年以内 12百万円 

１年超 20百万円 

合計 33百万円 

なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

る割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

同左 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 ３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 12百万円 

減価償却費相当額 12百万円 

支払リース料 12百万円 

減価償却費相当額 12百万円 

４ 減価償却費相当額の算定方法 ４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

同左 
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② 有価証券 

前連結会計年度（平成16年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

区分 種類 
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 29 29 0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 29 29 0 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － － 

合計 29 29 0 

区分 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 138 355 217 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 138 355 217 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 52 47 △5 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 100 96 △3 

小計 152 143 △9 

合計 291 499 208 
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４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

５ 時価評価されていない有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

(2）その他有価証券 

６ 当連結会計年度中の保有目的の変更 

 該当事項はありません。 

７ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

16 0 1 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,315 

② ＭＭＦ 5,870 

③ その他 212 

合計 9,398 

区分 １年以内（百万円） 
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

① 債券        

国債・地方債等 － 30 － － 

社債 － 10 － － 

その他 － － － － 

② その他 － － － － 

合計 － 40 － － 
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当連結会計年度（平成17年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却した満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

区分 種類 
連結貸借対照表計
上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えるもの 

(1）国債・地方債等 29 29 0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 29 29 0 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 15 15 △0 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 15 15 △0 

合計 45 45 0 

区分 種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 268 519 250 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 1,577 1,798 220 

小計 1,845 2,317 471 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 53 38 △15 

(2）債券      

① 国債・地方債等 － － － 

② 社債 － － － 

③ その他 － － － 

(3）その他 100 88 △12 

小計 153 126 △27 

合計 1,999 2,443 444 
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４ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

５ 時価評価されていない有価証券 

(1）満期保有目的の債券 

 該当事項はありません。 

(2）その他有価証券 

６ 当連結会計年度中の保有目的の変更 

 該当事項はありません。 

７ その他有価証券のうち満期があるものおよび満期保有目的の債券の連結決算日後における償還予定額 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額（百万円） 

34 26 － 

内容 連結貸借対照表計上額（百万円） 

① 非上場株式（店頭売買株式を除く） 3,328 

② ＭＭＦ 208 

③ その他 1,191 

合計 4,729 

区分 １年以内（百万円） 
１年超５年以内 
（百万円） 

５年超10年以内 
（百万円） 

10年超（百万円） 

① 債券        

国債・地方債等 30 15 － － 

社債 － 10 － － 

その他 － － － － 

② その他 － － － － 

合計 30 25 － － 
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③ デリバティブ取引 

１ 取引の状況に関する事項 

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度（平成16年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いてお

ります。 

当連結会計年度（平成17年３月31日現在） 

 該当事項はありません。 

 なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため注記の対象から除いてお

ります。 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

① 取引の内容および利用目的等 ① 取引の内容および利用目的等 

 当社は、特定の借入金に係る資金調達コストの軽減

を図るために、金利スワップ取引を行っております。 

 なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を行

っております。 

同左 

(1）ヘッジ手段とヘッジ対象  

（ヘッジ手段） （ヘッジ対象） 

金利スワップ 借入金の利息 

 

(2）ヘッジ方針  

 主として親会社は、借入金の金利変動リスクを回

避する目的で金利スワップ取引を行っております。 

 

(3）ヘッジ有効性評価の方法  

 金利スワップの特例処理の要件を満たしておりま

すので決算日における有効性の評価を省略しており

ます。 

 

② 取引に対する取組方針 ② 取引に対する取組方針 

 変動金利を固定金利に変換する目的で金利スワップ

取引を行っているのみであります。 

 投機目的の取引は行わない方針であります。 

同左 

③ 取引に係るリスクの内容 ③ 取引に係るリスクの内容 

 金利スワップ取引は、市場金利の変動によるリスク

を有しておりますが、当社の取引の契約先は、信用度

の高い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクはほとんどないものと認識し

ております。 

同左 

④ 取引に係るリスク管理体制 ④ 取引に係るリスク管理体制 

 取引の実行および管理は「経理規程」に従い、担当

役員の承認を得て財務部にて行っております。 

同左 
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④ 退職給付 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

１ 採用している退職給付制度の概要 １ 採用している退職給付制度の概要 

 当社および連結子会社の退職給付制度の概要は次の

とおりであります。 

 当社および連結子会社の退職給付制度の概要は次の

とおりであります。 

当社 

(平和不動産株式会社) 

退職一時金制度 

適格年金制度   ※１ 

厚生年金基金制度 ※２ 

連結子会社 

(平和サービス株式会社) 
中小企業退職金共済制度 

当社 

(平和不動産株式会社) 

退職一時金制度 

適格年金制度   ※１ 

厚生年金基金制度 ※２ 

連結子会社 

(平和サービス株式会社) 
中小企業退職金共済制度 

連結子会社 

(平和ヘルスケア株式会社) 
退職一時金制度 

※１ 平成６年に退職一時金より50％を移行しており

ます。 

※１ 平成６年に退職一時金より50％を移行しており

ます。 

※２ 総合設立型の厚生年金基金制度です。 

また、年金資産（当社持分）は1,336百万円であ

り、持分計算は年金掛金拠出割合に基づいてお

ります。 

※２ 総合設立型の厚生年金基金制度です。 

なお、当社が加入しておりました厚生年金基金

は、当連結会計年度に解散しております。 

２ 退職給付債務およびその内容 ２ 退職給付債務およびその内容 

① 退職給付債務 945百万円 

〈内訳〉    

② 年金資産 501百万円 

③ 退職給付引当金 444百万円 

① 退職給付債務 975百万円 

〈内訳〉    

② 年金資産 536百万円 

③ 退職給付引当金 439百万円 

算定は簡便法を採用しております。 算定は簡便法を採用しております。 

３ 退職給付費用の内容 ３ 退職給付費用の内容 

① 勤務費用 12百万円 

② 厚生年金基金の掛金 19百万円 

① 勤務費用 69百万円 

② 厚生年金基金の掛金 9百万円 

算定は簡便法を採用しております。 算定は簡便法を採用しております。 

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

在職者の期末における自己都合要支給額および年金

受給者の直近の責任準備金の額の合計額を退職給付

債務としております。 

同左 
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⑤ 税効果会計 

前連結会計年度 
（平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳 

１ 繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 72百万円 

販売用不動産仮勘定評価損 372百万円 

未払事業税 152百万円 

固定資産圧縮積立金 

（１年内取崩分） 
△27百万円 

固定資産特別償却準備金 

（１年内取崩分） 
△31百万円 

その他 20百万円 

計 558百万円 

１ 繰延税金資産（流動）    

賞与引当金 78百万円 

販売用不動産仮勘定評価損 365百万円 

繰越欠損金 148百万円 

固定資産圧縮積立金 

（１年内取崩分） 
△24百万円 

固定資産特別償却準備金 

（１年内取崩分） 
△14百万円 

その他 △47百万円 

計 507百万円 

２ 繰延税金資産（固定）    

消去された未実現利益 46百万円 

その他 3百万円 

計 50百万円 

２ 繰延税金資産（固定）    

消去された未実現利益 56百万円 

その他 9百万円 

計 65百万円 

３ 繰延税金負債（固定）    

退職慰労引当金 148百万円 

退職給付引当金 163百万円 

固定資産圧縮積立金 △936百万円 

固定資産特別償却準備金 △44百万円 

その他有価証券評価差額金 △84百万円 

その他 82百万円 

計 △672百万円 

３ 繰延税金負債（固定）    

退職慰労引当金 175百万円 

退職給付引当金 169百万円 

固定資産圧縮積立金 △912百万円 

固定資産特別償却準備金 △64百万円 

その他有価証券評価差額金 △180百万円 

その他 96百万円 

計 △716百万円 
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⑥ セグメント情報 

ａ．事業の種類別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）不動産賃貸事業……建物、設備および土地の賃貸 

(2）不動産販売事業……戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3）その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護付有料老人

ホーム事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、776百万円であり、いずれも

その主なものは、連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、21,273百万円であり、いずれもその主なも

のは、連結財務諸表提出会社の現金および預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ （会計処理の変更）に記載のとおり、当連結会計年度より連結子会社平和サービス㈱は、従来支出時の費用

として処理していた役員退職慰労金について、退職慰労引当金として計上する方法に変更いたしました。こ

の変更によるセグメント情報への影響は軽微であります。 

 
不動産賃貸
事業 
（百万円） 

不動産販売
事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益および営業損益            

営業収益            

(1）外部顧客に対する営業収

益 
14,040 9,282 1,085 24,408 － 24,408 

(2）セグメント間の内部営業

収益または振替高 
15 － 1,174 1,189 (1,189) － 

計 14,055 9,282 2,259 25,597 (1,189) 24,408 

営業費用 7,623 8,455 2,084 18,163 (389) 17,774 

営業利益 6,432 826 174 7,434 (800) 6,634 

Ⅱ 資産・減価償却費および資

本的支出 
           

資産 144,824 7,701 804 153,330 20,989 174,319 

減価償却費 3,336 19 43 3,398 25 3,424 

資本的支出 13,305 549 17 13,872 (22) 13,849 
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当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は売上集計区分によっております。 

２ 各事業の主な内容 

(1）ビル賃貸事業………建物、設備および土地の賃貸 

(2）住宅事業……………戸建住宅、マンションおよび宅地等の分譲 

(3）その他の事業………不動産の仲介、建物・設備の保守管理、請負工事、保険代理店業務、介護付有料老人

ホーム事業等 

３ 営業費用のうち、消去または全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は、910百万円であり、いずれも

その主なものは、連結財務諸表提出会社の本店管理部門に係る費用であります。 

４ 資産のうち、消去または全社の項目に含めた全社資産の金額は、9,697百万円であり、いずれもその主なも

のは、連結財務諸表提出会社の現金および預金、有価証券、投資有価証券等であります。 

５ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

６ 事業区分の表示の変更 

居住用不動産の管理・運営に係る事務分掌規程を改正したため、従来の「不動産賃貸事業」、「不動産販売

事業」の事業区分を、当連結会計年度より「ビル賃貸事業」、「住宅事業」に変更し、居住用不動産の管

理・運営に係る収益を「住宅事業」に計上しております。 

この結果、従来の方法に比べ当連結会計年度の営業収益は、「ビル賃貸事業」が前連結会計年度の「不動産

賃貸事業」に比べ96百万円（うち、外部顧客に対する営業収益は96百万円）減少し、「住宅事業」が前連結

会計年度の「不動産販売事業」に比べ96百万円（うち、外部顧客に対する営業収益は96百万円）増加してお

ります。また「ビル賃貸事業」は前連結会計年度の「不動産賃貸事業」に比べ営業利益が28百万円減少し、

「住宅事業」は前連結会計年度の「不動産販売事業」に比べ営業損失が28百万円減少しております。 

 
ビル賃貸事
業 
（百万円） 

住宅事業 
（百万円） 

その他の事
業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去または
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

Ⅰ 営業収益および営業損益            

営業収益            

(1）外部顧客に対する営業収

益 
15,381 4,613 1,357 21,352 － 21,352 

(2）セグメント間の内部営業

収益または振替高 
19 － 1,669 1,688 (1,688) － 

計 15,400 4,613 3,027 23,040 (1,688) 21,352 

営業費用 8,261 4,699 2,843 15,804 (800) 15,003 

営業利益および 

営業損失(△) 
7,138 △86 183 7,236 (887) 6,348 

Ⅱ 資産・減価償却費および資

本的支出 
           

資産 151,922 10,842 902 163,667 8,892 172,560 

減価償却費 3,559 74 28 3,661 15 3,676 

資本的支出 8,631 332 7 8,971 (30) 8,940 
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ｂ．所在地別セグメント情報 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 本国以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

 海外売上高がないため、該当事項はありません。 
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⑦ 関連当事者との取引 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

１．親会社および法人主要株主等 １．親会社および法人主要株主等 

 該当事項はありません。 同左 

２．役員および個人主要株主等 ２．役員および個人主要株主等 

 該当事項はありません。 同左 

３．子会社等 ３．子会社等 

 該当事項はありません。 同左 

４．兄弟会社等 ４．兄弟会社等 

 該当事項はありません。 同左 

前連結会計年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

１株当たり純資産額 356.21円 

１株当たり当期純利益 21.86円 

１株当たり純資産額 376.81円 

１株当たり当期純利益 26.40円 

潜在株式調整後 

１株当たり当期純利益 
22.73円 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 
 

 
前連結会計年度 

（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

１株当たり当期純利益    

当期純利益（百万円） 2,504 3,006 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 58 58 

（うち利益処分による役員賞与金）（百万円） (58) (58) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 2,446 2,948 

普通株式の期中平均株式数（千株） 111,855 111,660 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益    

普通株式増加数（千株） － 18,037 
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（重要な後発事象） 

前連結会計年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日） 

 平成16年6月8日開催の取締役会において、第５回無担保転換社債型新株予約権付社債（転換社債型新株予約権

付社債間限定同順位特約付）の発行を決議いたしました。その概要は次のとおりであります。 

１．発行総額 10,000,000,000円 

２．発行価額 額面100円につき金100円（社債額面金額1,000,000円） 

３．発行価格（募集価格）額面100円につき金102.5円 

４．払込期日 平成16年6月24日 

５．償還期限 平成20年6月24日 

６．利率   本社債には、利息を付さない。 

７．本新株予約権の目的となる株式の種類および数  

本新株予約権の目的となる株式の種類は当社の普通株式とし、その行使請求により当社が当社普通株式を新

たに発行またはこれに代えて当社の有する当社普通株式を移転（以下、当社普通株式の発行または移転を、

「交付」という。）する数は、行使請求に係る本社債の発行価額の総額を下記９（2）記載の転換価額（た

だし、下記９（3）によって調整された場合は調整後の転換価額）で除して得られる整数とする。この場合

に１株未満の端数を生じたときにはこれを切り捨て、現金による調整は行わない。 

    ８．本新株予約権の総数 10,000個 

    ９．本新株予約権の行使時の払込金額     

 (1)本新株予約権1個の行使に際して払込をなすべき額は本社債の発行価額と同額とする。  

 (2)転換価額は、金462円とする。 

なお、商法第341条ノ３第１項第７号および第８号により、本新株予約権を行使したときは、本社債の全額

の償還に代えて当該本新株予約権の行使に際して払込をなすべき額の全額の払込とする請求があったものと

みなす。 

 (3)本新株予約権付社債発行後、当社が当社普通株式の時価を下回る発行価額または処分価額でもって当社普通

株式を新たに発行または当社の有する当社普通株式を処分する場合には、転換価額を次に定める算式をもっ

て調整する。次式において、「既発行株式数」は当社の発行済普通株式数（ただし、当社の有する当社普通

株式を控除した数とする。）をいう。 

また、転換価額は、当社普通株式の分割・併合、当社普通株式の時価を下回る価額をもって当社普通株式に

転換される証券もしくは転換できる証券または当社普通株式の交付を請求できる新株予約権もしくは新株予

約権付社債の発行が行われる場合、その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。      

    10．新株予約権の行使期間  平成16年8月2日から平成20年6月23日まで。      

    11．新株予約権の行使の条件       

当社が本社債につき期限の利益を喪失した場合には、以後本新株予約権を行使することはできない。また、

本新株予約権の一部につきその行使を請求することはできない。 

    12．資金の使途 借入金返済に充当  

当連結会計年度（自平成16年４月１日 至平成17年３月31日） 

該当事項はありません。 

        既発行
株式数 

＋ 

新発行・ 
処分株式数

×
１株当たりの 
発行・処分価額

調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額

× 
時価 

既発行株式数＋新発行・処分株式数 
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